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第8期の決算ハイライトと第8期の予想損益との対比第第88期の決算ハイライトと第期の決算ハイライトと第88期の予想損益との対比期の予想損益との対比

第第88期の決算ハイライト期の決算ハイライト 第第88期の予想損益との対比期の予想損益との対比

第8期決算は、第7期取得3物件等（取得総額238億円）の通期稼働、及

び第8期取得のハウジング・デザイン・センター神戸、立川ビジネスセン

タービル（取得総額81億円）に加えて売却2物件（売却損益+2.1億円）の

収益寄与もあり増収・増益決算。

一口当たり分配金は、投資口分割前（上場前に投資口1口を2.5口に分

割）のベースで16,000円台の水準。

第8期の予想損益との比較では、上記２物件の収益寄与と既存保有物

件におけるテナント新規入居による収益力向上に、売却益が加わって大

幅増益。

金銭の分配金総額 ３，３９７百万円 ３，０２１百万円 ３７６百万円 ３，２８６百万円

（一口当たり分配金） （６，４１１円） （５，７００円） （７１１円） （６，２００円）

３８０百万円

第8期損益
（実績）

営　業　収　益

経　常　利　益

発行済投資口の総数

当 期 純 利 益 ３，０２１百万円３，３９８百万円

８，１７４百万円８，５８７百万円

営　業　利　益 ３，６０４百万円３，９８４百万円

５３０，０００口５３０，０００口 ０口

第8期予想損益
に対する増減

４１３百万円

３７７百万円

３７７百万円

３，０２２百万円３，３９９百万円

第8期予想損益
(第7期決算発表時)

３，２８６百万円

５３０，０００口

（参考）
2005/12/20付
修正予想

８，５３７百万円

-

３，２８７百万円

____________________
※対前期増減については、小数点第2位以下を四捨五入しています。

第 8 期 第 7 期

自　2005年 7月 1日 自　2005年 1月 1日

至　2005年12月31日 至　2005年6月30日

２２５,８８２百万円 ２１６，５７４百万円

（対前期増減　+4.3％) （対前期増減　+9.0％)

１１８，８２９百万円 １１８，８０７百万円

（対前期増減　0.0％） （対前期増減　+29.2％）

５２．６％ ５４．９％

(対前期増減　-2.3％) (対前期増減　+8.6％)

金銭の分配金総額 ３，３９７百万円 ３，３７６百万円

（一口当たり分配金） （６，４１１円） （６，３７０円）

発行済投資口の総数 ５３０，０００口５３０，０００口

一口当たり純資産額

自己資本比率

２２４，１６５円

３，３７７百万円

営　業　利　益 ３，９５４百万円

８，５８７百万円

３，３９９百万円

２２４，２０６円

３，９８４百万円

当 期 純 利 益

営　業　収　益

経　常　利　益

３，３７６百万円

総　資　産　額

純　資　産　額

３，３９８百万円

８，５０３百万円
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過去５期にわたる主要経営数値の推移過去５期にわたる主要経営数値の推移過去５期にわたる主要経営数値の推移

資産規模拡大と共に着実に増収・増益を継続資産規模拡大と共に着実に増収・増益を継続

　　　　　　　　　　

(1） 「1口当たり分配金」及び「１口当たりFFO」の金額は、それぞれ各期末の「発行済投資口の総数」で除して計算しています。

１口当たり、毎期安定的な配当を継続１口当たり、毎期安定的な配当を継続

　　　　（単位：百万円）

第4期実績 第5期実績 第6期実績 第7期実績 第8期実績

営　業　収　益 6,421 6,790 7,685 8,503 8,587

営　業　利　益 2,933 3,061 3,469 3,954 3,984

当 期 純 利 益 2,467 2,614 2,868 3,376 3,398

0
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（円）

第4期実績 第5期実績 第6期実績 第7期実績 第8期実績

一口当たり分配金（1） 一口当りFFO （1）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

（百万円）

第4期実績 第5期実績 第6期実績 第7期実績 第8期実績

営　業　収　益 営　業　利　益 当 期 純 利 益

（単位：円）

第4期実績 第5期実績 第6期実績 第7期実績 第8期実績

一口当たり分配金

（1）
5,738 6,081 6,671 6,370 6,411

一口当りFFO （1） 7,778 8,874 9,907 8,214 8,896

発行済投資口

の総数
430 ,000口 430 ,000口 430 ,000口 530 ,000口 530 ,000口

＊第4期及び第7期には追加公募増資を実施。
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第8期損益計算書第第88期損益計算書期損益計算書

１．営業収益

　賃貸事業収入は、第7期取得3物件等
（取得総額238億円）の通期稼働並びに
第8期取得2物件（取得総額81億円）の
期中稼働と、既存保有物件の稼働率の
改善等により前期比452百万円の増収。
また、その他賃貸事業収入は、季節要
因により同119百万円の増収。

　結果、不動産等売却益が同487百万円
減となったものの、営業収益は、同84百
万円の増収となった。

１．営業収益

　賃貸事業収入は、第7期取得3物件等
（取得総額238億円）の通期稼働並びに
第8期取得2物件（取得総額81億円）の
期中稼働と、既存保有物件の稼働率の
改善等により前期比452百万円の増収。
また、その他賃貸事業収入は、季節要
因により同119百万円の増収。

　結果、不動産等売却益が同487百万円
減となったものの、営業収益は、同84百
万円の増収となった。

２．不動産賃貸事業費用

　水道光熱費は季節要因により前期比
98百万円増加。

　修繕工事は、概ね計画通りに実施した
結果、182百万円を計上。　

２．不動産賃貸事業費用

　水道光熱費は季節要因により前期比
98百万円増加。

　修繕工事は、概ね計画通りに実施した
結果、182百万円を計上。　

増収増益の決算増収増益の決算

一口当たり分配金は６一口当たり分配金は６,,４１１円４１１円

４．当期純利益

　上記の通り、営業収益の増収を主因と
して、当期純利益は前期比22百万円
の増益。

４．当期純利益

　上記の通り、営業収益の増収を主因と
して、当期純利益は前期比22百万円
の増益。

３．営業外損益

　営業外収益は、本投資法人の1-6月決
算期に生じる「管理組合精算金」収入
（年1回）が発生しないことで前期比77
百万円の減少。
　一方で、営業外費用は新投資口発行
等の費用が消え、同69百万円の減少。

３．営業外損益

　営業外収益は、本投資法人の1-6月決
算期に生じる「管理組合精算金」収入
（年1回）が発生しないことで前期比77
百万円の減少。
　一方で、営業外費用は新投資口発行
等の費用が消え、同69百万円の減少。

金額 百分比 金額 百分比 金額 前期比

賃貸事業収入 7,792 90.7% 7,340 86.3% 452 6.2%

その他賃貸事業収入 579 6.8% 460 5.4% 119 26.0%

不動産賃貸事業収益合計 ① 8,372 97.5% 7,801 91.7% 571 7.3%

不動産等売却益 214 2.5% 702 8.3% -487 -69.4%

8,587 100.0% 8,503 100.0% 84 1.0%

公租公課 682 7.9% 706 8.3% -23 -3.3%

諸経費 1,829 21.3% 1,618 19.0% 211 13.1%
外注委託費 484 5.6% 458 5.4% 26 5.7%
水道光熱費 545 6.4% 446 5.3% 98 22.1%
保険料 38 0.5% 37 0.4% 1 4.3%
修繕工事費 182 2.1% 113 1.3% 68 60.5%
管理委託料 166 1.9% 159 1.9% 7 4.4%
管理組合費 345 4.0% 334 3.9% 10 3.1%
その他賃貸事業費用 65 0.8% 66 0.8% -1 -1.7%

減価償却費 1,531 17.8% 1,444 17.0% 87 6.1%

不動産賃貸事業費用合計 ② 4,044 47.1% 3,768 44.3% 275 7.3%

不動産等売却損 － － 235 2.8% -235 -100.0%
資産運用報酬 345 4.0% 337 4.0% 8 2.5%
一般事務・資産保管委託報酬 73 0.9% 86 1.0% -13 -15.2%
役員報酬 5 0.1% 5 0.1% － －
信託報酬 52 0.6% 52 0.6% 0 -0.8%
その他営業費用 81 0.9% 62 0.7% 18 29.9%

4,602 53.6% 4,548 53.5% 54 1.2%

3,984 46.4% 3,954 46.5% 30 0.8%

4,328 50.4% 4,032 47.4% 295 7.3%

5,860 68.2% 5,476 64.4% 383 7.0%

営業外収益 13 0.2% 91 1.1% -77 -84.9%
営業外費用 599 7.0% 668 7.9% -69 -10.4%
支払利息(投資法人債利息含む) 545 6.4% 524 6.2% 21 4.1%
融資手数料 5 0.1% 18 0.2% -12 -67.4%
投資法人債発行費償却 42 0.5% 42 0.5% 0 －
新投資口発行費 － － 65 0.8% -65 -100.0%
その他営業外費用 5 0.1% 18 0.2% -13 -70.0%

3,399 39.6% 3,377 39.7% 22 0.7%

3,399 39.6% 3,377 39.7% 22 0.7%

3,398 39.6% 3,376 39.7% 22 0.7%

3,398 39.6% 3,376 39.7% 21 0.7%

営業利益

科　　　　目

営業収益

営業費用

6,411円 41円 

営
業
損
益
の
部

不動産賃貸事業損益 （①-②）

減価償却前賃貸事業利益（ＮＯＩ）

（単位：百万円）

2005年1月1日～6月30日

当期（第8期） 前期（第7期）
増　　減

2005年7月1日～12月31日

税引前当期純利益

当期未処分利益

当期純利益

6,370円

経常利益

経
常
損
益
の
部

投資口　一口当たり分配金
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第8期予想損益との対比（詳細）第第88期予想損益との対比（詳細）期予想損益との対比（詳細）

(1) 「取得1物件」はハウジング・デザイン・センター神戸、「売却2物件」はSK広島ビル及びパークイースト札幌です。

(2) 第8期予想損益は、第7期（2005年6月期）決算発表時に公表したものであり、第7期末保有の42物件に、立川ビジネスセンタービルの新規取得を加味した43物件ベ
　　ースで算出しています。

右記を除く

43物件ﾍﾞ-ｽ 金額 百分比 金額 百分比 金額 予想対比

賃貸事業収入 7,700 92 7,792 90.7% 7,652 93.6% 139 1.8%
賃料 6,077 105 6,182 72.0% 6,055 74.1% 127 2.1%
共益費 1,389 -15 1,374 16.0% 1,376 16.8% -2 -0.2%

その他賃貸事業収入 579 0 579 6.8% 521 6.4% 58 11.2%
附加使用料 520 -4 516 6.0% 494 6.0% 22 4.5%

不動産賃貸事業収益合計 ① 8,280 92 8,372 97.5% 8,174 100.0% 198 2.4%

不動産等売却益 － 214 214 2.5% － － 214 －

8,280 307 8,587 100.0% 8,174 100.0% 412 5.1%

公租公課 688 -6 682 7.9% 683 8.4% -1 -0.2%

諸経費 1,842 -13 1,829 21.3% 1,841 22.5% -11 -0.6%
外注委託費 491 -7 484 5.6% 485 5.9% 0 -0.1%
水道光熱費 551 -6 545 6.4% 558 6.8% -12 -2.3%
保険料 38 0 38 0.5% 42 0.5% -3 -7.9%
修繕工事費 180 2 182 2.1% 172 2.1% 10 6.0%
管理委託料 167 -1 166 1.9% 163 2.0% 2 1.8%
管理組合費 345 0 345 4.0% 349 4.3% -4 -1.3%
その他賃貸事業費用 68 -4 65 0.8% 69 0.8% -3 -5.0%

減価償却費 1,483 48 1,531 17.8% 1,486 18.2% 45 3.1%

不動産賃貸事業費用合計 ② 4,014 29 4,044 47.1% 4,011 49.1% 32 0.8%

不動産等売却損 － － － － － － － -
資産運用報酬 345 4.0% 331 4.1% 14 4.4%
一般事務・資産保管委託報酬 73 0.9% 75 0.9% -2 -3.1%
役員報酬 5 0.1% 5 0.1% －  －
信託報酬 52 0.6% 50 0.6% 1 2.7%
その他営業費用 81 0.9% 95 1.2% -13 -14.7%

4,602 53.6% 4,570 55.9% 32 0.7%

3,984 46.4% 3,604 44.1% 380 10.6%

4,265 62 4,328 50.4% 4,163 50.9% 165 4.0%

5,749 111 5,860 68.2% 5,649 69.1% 210 3.7%

営業外収益 13 0.2% 4 0.1% 9 198.2%

営業外費用 599 7.0% 587 7.2% 12 2.1%
支払利息(投資法人債利息含む) 545 6.4% 533 6.5% 11 2.2%

3,399 39.6% 3,022 37.0% 377 12.5%

3,399 39.6% 3,022 37.0% 377 12.5%

3,398 39.6% 3,021 37.0% 377 12.5%

3,398 39.6% 3,021 37.0% 377 12.5%

5,700円 711円  6,411円

（単位：百万円）

2005年7月1日～12月31日

第8期予想損益計算書 (2)

合計（42物件ﾍﾞ-ｽ）

対第8期予想
に対する増減

第8期損益計算書（2005年7月1日～12月31日）

取得1物件

　　売却2物件 
(1)

科　　　　目

経
常
損
益
の
部

営業収益

営業費用

営業利益

経常利益

営
業
損
益
の
部

不動産賃貸事業損益 （①-②）

減価償却前賃貸事業利益（ＮＯＩ）

税引前当期純利益

当期純利益

当期未処分利益

投資口　一口当たり分配金
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第8期対前期比較貸借対照表第第88期対前期比較貸借対照表期対前期比較貸借対照表 20052005年年1212月月3131日現在日現在

現金及び預金 当期 前期 増減
投資法人名義預金 10,875 6,980 3,894

うち預り敷金相当額 3,739 1,991 1,748

その他 7,135 4,989 2,146

信託銀行名義預金 13,035 13,323 -288 

うち預り敷金相当額 9,816 9,760 56

その他 3,218 3,563 -345 

固定資産

前期末帳簿価額 当期増減額 当期償却額 期末簿価

有形固定資産 195,775 5,777 1,531 200,021

不動産 29,358 7,800 452 36,706

建物等 9,390 5,458 452 14,396

土　地 19,967 2,342 － 22,309

信託不動産 166,417 -2,023 1,078 163,315

建物等 65,986 -1,203 1,078 63,704

土　地 100,430 -820 － 99,611

無形固定資産 3 3 0 6

その他の無形固定資産 3 3 0 6

（有形・無形固定資産合計） 195,779 5,781 1,531 200,028

当期 前期 増減

投資等 1,569 12 1,557
差入敷金保証金(宅建業法の保証金他) 10 10 － 

投資有価証券（優先出資証券） 1,558 － 1,558 

借入金・投資法人債 当期末 前期末 増減

※ 一年以内返済予定長期借入金を含めていません。

有利子負債＋出資金
有利子負債比率

有利子負債

有利子負債

長期有利子負債比率 ※

有利子負債残高 90,966 83,666 7,300

93.8% -18.5 

44.1% 42.0% 2.1

（単位：百万円）

借入金＋投資法人債

75.3%

総資産有利子負債比率

長期有利子負債

期末総資産
1.638.6%40.3%

金額 構成比 金額 構成比 金額 前期比

流動資産 24,183 10.7% 20,639 9.5% 3,543 17.2% 

現金及び預金 10,875 4.8% 6,980 3.2% 3,894 55.8% 

信託現金及び信託預金 13,035 5.8% 13,323 6.2% -288 -2.2% 

その他の流動資産 272 0.1% 335 0.2% -62 -18.8% 

固定資産 201,597 89.2% 195,791 90.4% 5,806 3.0% 

有形固定資産 200,021 88.6% 195,775 90.4% 4,246 2.2% 

不動産 36,706 16.3% 29,358 13.6% 7,347 25.0% 

建物等 14,396 6.4% 9,390 4.3% 5,005 53.3% 

土地 22,309 9.9% 19,967 9.2% 2,342 11.7% 

信託不動産 163,315 72.3% 166,417 76.8% -3,101 -1.9% 

建物等 63,704 28.2% 65,986 30.5% -2,281 -3.5% 

土地 99,611 44.1% 100,430 46.4% -819 -0.8% 

無形固定資産 6 0.0% 3 0.0% 3 93.9% 

その他の無形固定資産 6 0.0% 3 0.0% 3 93.9% 

投資等 1,569 0.7% 12 0.0% 1,557 12948.5% 

投資有価証券 1,558 0.7% － － 1,558 － 

差入敷金保証金 10 0.0% 10 0.0% － － 

長期前払費用等 0 0.0% 1 0.0% -1 -71.8% 

繰延資産 101 0.0% 143 0.1% -42 -29.4% 
投資法人債発行費 101 0.0% 143 0.1% -42 -29.4% 

資産の部合計 225,882 100.0% 216,574 100.0% 9,308 4.3% 

流動負債 25,030 11.1% 7,548 3.5% 17,481 231.6% 
未払金等 1,608 0.7% 1,498 0.7% 109 7.3% 
前受金 921 0.4% 850 0.4% 71 8.4% 

負 短期借入金 7,500 3.3% 5,200 2.4% 2,300 44.2% 

債 15,000 6.6% － － 15,000 － 

の 固定負債 82,022 36.3% 90,217 41.7% -8,195 -9.1% 

部 預り敷金保証金 13,556 6.0% 11,751 5.4% 1,804 15.4% 

長期借入金 26,466 11.7% 36,466 16.8% -10,000 -27.4%

投資法人債 42,000 18.6% 42,000 19.4% － － 

その他の固定負債 － － － － － － 

負債の部合計 107,052 47.4% 97,766 45.1% 9,286 9.5% 

出資総額 115,431 51.1% 115,431 53.3% － － 

剰余金 3,398 1.5% 3,376 1.6% 21 0.7% 
出資の部合計 118,829 52.6% 118,807 54.9% 21 0.0% 

負債・出資の部合計 225,882 100.0% 216,574 100.0% 9,308 4.3% 

出
資

科　　　　　　目

資
産
の
部

（単位：百万円）

前期（2005年6月期）当期（2005年12月期） 増　　減

一年以内返済予定長期借入金
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90%

91%

92%

93%

94%

95%

96%

97%

98%

99%

100%

　第9期以降の稼働率の算出根拠は以下の通り

　　2006年1～2月　 　：　全42物件の稼働率

　　2006年3月以降　　：　2006年3月取得予定の川口1丁目1番第一種市街地再開発事業 公益・商業施設棟（キュポ・ラ本館棟） (1)

　　　　　　　　　　　　　　　 及び（仮称）ＪＰＲ神宮前４３２を含む、全44物件の稼働率　　　　　　　　　　　　　　　

　第9期の稼働率については、2006年2月10日時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約している
もののみを見込む

　第10期の稼働率については、上記に加えて一部新規テナント入居を見込む

　第　第99期以降の稼働率の算出根拠は以下の通り期以降の稼働率の算出根拠は以下の通り

　　　　20062006年年11～～22月　月　 　：　全　：　全4242物件の稼働率物件の稼働率

　　　　20062006年年33月以降　　：　月以降　　：　20062006年年33月取得予定の川口月取得予定の川口11丁目丁目11番第一種市街地再開発事業番第一種市街地再開発事業 公益・商業施設棟（キュポ・ラ本館棟）公益・商業施設棟（キュポ・ラ本館棟） (1)(1)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 及び（仮称）ＪＰＲ神宮前４３２を含む、全及び（仮称）ＪＰＲ神宮前４３２を含む、全4444物件の稼働率　　　　　　　　　　　　　　　物件の稼働率　　　　　　　　　　　　　　　

　第　第99期の稼働率については、期の稼働率については、20062006年年22月月1010日時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約している日時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約している
もののみを見込むもののみを見込む

　第　第1010期の稼働率については、上記に加えて一部新規テナント入居を見込む期の稼働率については、上記に加えて一部新規テナント入居を見込む

今後の稼働率の推移見込み今後の稼働率の推移見込み

予想値

（参考）全賃貸可能面積　：　308,205.26㎡（第8期末時点）

第第88期期 第第99期期 第第1010期期

97.5%

入居・解約確定分を織り込んだ
全物件の稼働水準第7期決算発表時の見込み

94.4％対比で、2.8％アップ

97.8%

97.2%

____________________
(1) 川口1丁目1番第一種市街地再開発事業公益・商業施設棟（キュポ・ラ本館棟）については、本書において正式名称又は略称「キュポ･ラ本館棟」のいずれかで記載しています。
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第9期・（参考）第10期の予想損益第第99期・（参考）第期・（参考）第1010期の予想損益期の予想損益

第9期の予想損益
月末稼働率の期中平均を97.4％と想定

第9期の稼動率については、現時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約
しているもののみを見込む

第9期は、第8期取得物件の通期稼働及び第9期取得予定の「キュポ・ラ本館棟」と「（仮称）JPR神宮前
432」の収益寄与に加え、既存保有物件の稼働率改善等による賃料収入の増加を見込む

一方、第8期に計上した不動産等売却益（214百万円）は剥落

一口当たり分配金は6,200円を予想

第9期の予想損益
月末稼働率の期中平均を97.4％と想定

第9期の稼動率については、現時点で把握している解約予定を全て織り込み、テナント入居予定は成約
しているもののみを見込む

第9期は、第8期取得物件の通期稼働及び第9期取得予定の「キュポ・ラ本館棟」と「（仮称）JPR神宮前
432」の収益寄与に加え、既存保有物件の稼働率改善等による賃料収入の増加を見込む

一方、第8期に計上した不動産等売却益（214百万円）は剥落

一口当たり分配金は6,200円を予想

（参考）第10期の予想損益
一部新規テナントの入居を見込み、月末稼働率の期中平均を97.7％と想定

「キュポ・ラ本館棟」と「（仮称）JPR神宮前432」の通期稼働及びその他既存保有物件の収益力向上等に
より、営業収益は第9期予想比237百万円の増収、当期純利益は同53百万円の増益を見込む

一口当たり分配金は6,300円を予想

（参考）第10期の予想損益
一部新規テナントの入居を見込み、月末稼働率の期中平均を97.7％と想定

「キュポ・ラ本館棟」と「（仮称）JPR神宮前432」の通期稼働及びその他既存保有物件の収益力向上等に
より、営業収益は第9期予想比237百万円の増収、当期純利益は同53百万円の増益を見込む

一口当たり分配金は6,300円を予想

前提条件　【他の前提条件は、 11ペ－ジ記載の「第9期運用状況の予想の前提条件」参照】

　　　　

第第99期の予想損益期の予想損益

（参考）第（参考）第1010期の予想損益期の予想損益

※第9期以降の主な解約による影響額 （第8期の条件で通期稼働した場合との比較）
新麹町ビル【㈱ｼﾞｬﾝﾆ･ｳﾞｪﾙｻｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝの解約】 第9期： 3百万円減、第10期：16百万円減

ビッグス新宿ビル【安田企業投資㈱の解約】 第9期：16百万円減、第10期：20百万円減

（注）上記影響額は、単に当該テナントの解約の影響額を記載したものであり、後継テナントからの収入は

　 見込んでいません。

※第9期以降の主な解約による影響額 （第8期の条件で通期稼働した場合との比較）
新麹町ビル【㈱ｼﾞｬﾝﾆ･ｳﾞｪﾙｻｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝの解約】 第9期： 3百万円減、第10期：16百万円減

ビッグス新宿ビル【安田企業投資㈱の解約】 第9期：16百万円減、第10期：20百万円減

（注）上記影響額は、単に当該テナントの解約の影響額を記載したものであり、後継テナントからの収入は

　 見込んでいません。

(参考)第10期予想損益
自　2006年 7月 1日

至　2006年12月31日

金銭の分配金総額 ３，３３９百万円

（一口当たり分配金） （６，３００円）

当 期 純 利 益 ３，３３９百万円

発行済投資口の総数 ５３０，０００口

営　業　利　益 ４，０３３百万円

経　常　利　益 ３，３４０百万円

営　業　収　益 ８，７５３百万円

第9期予想損益

自　2006年1 月 1日

至　2005年 6月30日

金銭の分配金総額 ３，２８６百万円

（一口当たり分配金） （６，２００円）

発行済投資口の総数 ５３０，０００口

営　業　収　益 ８，５１６百万円

営　業　利　益

当 期 純 利 益 ３，２８６百万円

３，８５８百万円

経　常　利　益 ３，２８７百万円
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第9期予想損益第第99期予想損益期予想損益

第9期の予想損益は、「第9期運用状況の予想の前提条件」により算出したものであり、新規物件の取得等状況の変化により、実際の営業収益、経常利益、当期純利益、一口当た
り分配金は変動する可能性があります。

また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。

項目 前提条件

営業期間 第9期：平成18年1月1日～平成18年6月30日（181日）

平成17年12月31日現在保有している既存42物件及び優先
出資証券１銘柄に、平成18年３月取得予定の「川口１丁目１
番第一種市街地再開発事業 公益・商業施設棟（キュポ・ラ
本館棟）」及び「ＪＰＲ神宮前432」を加えた合計44物件及び優
先出資証券1銘柄を前提としています。また、月末稼働率の
期中平均は、97.4％を見込んでいます。
なお、実際には新規物件の取得、又は既存物件の売却等に
より変動する可能性があります。

発行済投資口総数 平成17年12月31日現在の発行済投資口総数530,000口を前
提としています。

平成17年12月31日現在の有利子負債比率は44.1％でした
が、売買契約を締結している「川口１丁目１番第一種市街地
再開発事業 公益・商業施設棟（キュポ・ラ本館棟）」及び「Ｊ
ＰＲ神宮前432」についての資金調達後の有利子負債比率
45.8％が、そのまま推移することを前提としています。
なお、本表における有利子負債比率の算出に当たっては、
次の算式を使用しています。
    有利子負債比率
　　＝有利子負債額÷（有利子負債額＋出資総額）×100

平成18年1月1日以降に取得予定の「川口１丁目１番第一種
市街地再開発事業 公益・商業施設棟（キュポ・ラ本館棟）」
及び「ＪＰＲ神宮前432」については、取得初年度の固定資産
税・都市計画税等の精算額は取得原価に算入され、営業費
用として発生していません。
（但し、平成19年1月1日時点の所有者に課税される固定資
産税、都市計画税は平成19年6月期以降、営業費用として
計上されます。）

1口当たり
分配金

第9期（平成18年1月1日～平成18年6月30日）運用状況の予想の前提条件

利益を超える金銭の分配は行わない方針の下、当期未処分
利益の金額を限度とし、且つ、配当可能所得の金額を発行
済投資口総数で除し、円未満切捨て後の金額を分配する前
提としています。

保有資産

有利子負債比率

営業費用

第8期末
42物件

川崎ダイスTMK
優先出資証券

キュポ・ラ
本館棟

（仮称）JPR
神宮前432

合計 百分比 金額 第8期比

賃貸事業収入 7,955 － 34 31 8,021 94.2% 228 2.9%
その他賃貸事業収入 456 － － 3 459 5.4% -120 -20.7%

不動産賃貸事業収益合計 ① 8,412 － 34 34 8,480 99.6% 108 1.3%
不動産等売却益 － － － － － － -214 -100.0%
配当収入 － 35 － － 35 0.4% 35 －

8,412 35 34 34 8,516 100.0% -71 -0.8%
公租公課 795 － － － 795 9.3% 112 16.5%
諸経費 1,705 － 10 5 1,722 20.2% -107 -5.9%
外注委託費 456 － － 1 457 5.4% -27 -5.6%
水道光熱費 476 － － 0 477 5.6% -68 -12.5%
保険料 37 － － － 37 0.4% -1 -5.1%
修繕工事費 171 － － － 171 2.0% -10 -5.9%
管理委託料 161 － 1 0 163 1.9% -2 -1.7%
管理組合費 348 － 9 － 357 4.2% 12 3.6%
その他賃貸事業費用 53 － － 3 57 0.7% -8 -13.1%

減価償却費 1,545 － 14 7 1,567 18.4% 35 2.3%
不動産賃貸事業費用合計 ② 4,046 － 24 13 4,084 48.0% 40 1.0%
不動産等売却損 － － － －
資産運用報酬 345 4.1% － -0.1%
一般事務・資産保管委託報酬 75 0.9% 1 2.6%
役員報酬 5 0.1% － －
信託報酬 51 0.6% -1 -2.4%
その他営業費用 95 1.1% 14 18.0%

4,657 54.7% 55 1.2%
3,858 45.3% -126 -3.2%

4,365 － 9 20 4,396 51.6% 67 1.6%
5,911 － 23 28 5,963 70.0% 103 1.8%

営業外収益 74 0.9% 60 437.4%
営業外費用 645 7.6% 46 7.7%

3,287 38.6% -112 -3.3%

3,287 38.6% -112 -3.3%

3,286 38.6% -112 -3.3%
3,286 38.6% -112 -3.3%

6,200円 -211円 

対第8期増減

（単位：百万円）

第9期予想損益計算書

2006年1月1日～6月30日

経常利益

科　　　　目

営業収益

営業費用
営業利益

税引前当期純利益

当期純利益
当期未処分利益

投資口　一口当たり分配金

経
常
損
益
の
部

不動産賃貸事業損益 （①-②）
減価償却前賃貸事業利益（ＮＯＩ）

営
業
損
益
の
部



第8期（2005年12月期）の運用状況第第88期（期（20052005年年1212月期）の運用状況月期）の運用状況
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ハイライトハイライトハイライト

資産規模拡大に伴うポートフォリオ分散の進展と収益の安定化資産規模拡大に伴うポートフォリオ分散の進展と収益の安定化

地方オフィスの収益力は、引続き高水準を維持地方オフィスの収益力は、引続き高水準を維持

地方オフィスのＮＯＩ利回りは、オフィス全体を約地方オフィスのＮＯＩ利回りは、オフィス全体を約11％上回る水準％上回る水準

ポートフォリオクオリティ向上のための物件売却ポートフォリオクオリティ向上のための物件売却

ＪＰＲブランド戦略ＪＰＲブランド戦略 ““Ａ／３ＳＡ／３Ｓ”” の着実な実行の着実な実行

機動性を高め、更に安定感のある財務運営を継続機動性を高め、更に安定感のある財務運営を継続

コミットメントライン／投資法人債発行登録により、ファイナンスリスクを極小化コミットメントライン／投資法人債発行登録により、ファイナンスリスクを極小化

安定性安定性

将来の安定成長とクオリティの向上を意識したポートフォリオの構築将来の安定成長とクオリティの向上を意識したポートフォリオの構築

2005/122005/12末の末の資産規模は資産規模は2,0262,026億円億円（取得価格ベース。以下同じ。）（取得価格ベース。以下同じ。）

優先出資証券や開発型案件の取組みによる安定成長への道すじ確保優先出資証券や開発型案件の取組みによる安定成長への道すじ確保

スポンサーコラボレーションの進展スポンサーコラボレーションの進展

東京建物、大成建設を軸とした開発型案件への取組み東京建物、大成建設を軸とした開発型案件への取組み

内部成長の収益貢献内部成長の収益貢献

新規賃料単価の上昇と稼働率の向上による総賃料収入の回復新規賃料単価の上昇と稼働率の向上による総賃料収入の回復

成長性成長性



成長性成長性成長性
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この他の契約済み物件／取得資産

　川崎ダイス特定目的会社 優先出資証券（15.5億円）

　（仮称）ＪＰＲ神宮前432（44.6億円）

　キュポ･ラ本館棟（21.0億円）

　（仮称）ライズアリーナビル（54.6億円）

2002/6 2002/12 2003/6 2003/12 2004/6 2004/12 2005/6 2005/12

____________________
※上場日は2002年6月14日です。また、構成比については、小数点第２位以下を四捨五入して記載しています。

ポートフォリオ拡大の推移ポートフォリオポートフォリオ拡大の推移拡大の推移

25棟
921.8億円

資産規模
（取得価格ベース）

将来の安定成長とクオリティの向上を意識したポートフォリオの構築将来の安定成長とクオリティの向上を意識したポートフォリオの構築

42棟
2,026.6億円

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期

構成比（%）

（43.5）

（44.0）

（42.0）

（41.2）

（47.3）

（50.8）
（50.2）

（49.4）

（42.1） （42.0）

（31.6）
（31.4） （29.3）

（26.7）
（24.5）

（22.3）

（14.4） （14.0）
（26.4）

（27.4） （23.4） （22.5）
（25.3）

（28.3）

東
京
都
心
・周
辺
部
オ
フ
ィ
ス

商
業
施
設

地
方
オ
フ
ィ
ス

売
却Ｊ－ＲＥＩＴ初の物件売却

安
定
的
な
外
部
成
長

ク
オ
リ
テ
ィ

の
向
上

売却物件累計　6物件 93.0億円
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第8期取得・契約実績第第88期取得・契約実績期取得・契約実績

____________________
(1) 東池袋四丁目第一種市街地再開発事業業務棟については、設計図書をもとに竣工予定の建物を想定して作成した完成予想図であり、実際とは異なる場合があります。

　第　第88期取得物件期取得物件

　第　第88期取得優先出資証券期取得優先出資証券 　第　第88期契約締結物件期契約締結物件

立川ビジネスセンタービル ハウジング・デザイン・センター神戸

川崎ダイス特定目的会社　優先出資証券
東池袋四丁目第一種市街地再開発事業　業務棟 (1)

（仮称）ライズアリーナビル

用 途 ：

取 得 日 ：

取 得 価 格 ：

権 利 関 係 ：
（建物）

取 得 時 ：
稼働率

取得時想定：
NOI利回り

所 在 地 ：

オフィス

2005年9月30日

888百万円

区分所有権

100.0％

6.8％

東京都立川市

用 途 ：

取 得 日 ：

取 得 価 格 ：

権 利 関 係 ：
（建物）

取 得 時 ：
稼働率

取得時想定：
NOI利回り

所 在 地 ：

商業

2005年9月28日

7,220百万円

所有権

100.0％

5.7％

兵庫県神戸市

取 得 日　： 2005年12月21日

取得価格 ： 1,553百万円

（優先出資持分：10.0％）

取 得 先　： 東京建物株式会社

優先出資証券の裏付け資産の名称：

川崎ダイスビル

裏付け資産の所在地：

神奈川県川崎市

契 約 日 ： 2005年9月30日

取 得 先 ： 大成建設株式会社

取得価格： 5,467百万円（予定）　　　　　　　　　
※取得先によるテナント誘致の結果により収益性が向上した
場合等には、一定の算出方法により変更を行うことがあります。

取得時期： 2007年3月（予定）

竣工時期： 2007年1月（予定）

所 在 地 ： 東京都豊島区
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第9期取得予定物件第第99期取得予定物件期取得予定物件

　　　　　　　　　　　　
(1) （仮称）ＪＰＲ神宮前432、キュポ･ラ本館棟の一部については、設計図書をもとに竣工予定の建物を想定して作成した完成予想図であり、実際とは異なる場合があります。

用　　途 ：

契 約 日 ：

取得価格 ：

取得時期 ：

竣工時期：

権利関係（建物） ：

取得時稼働率 ：

取得時想定NOI利回り ：

所 在 地 ：

商業

2006年2月 7日

4,460百万円

2006年3月（予定）

2006年3月（予定）

所有権

100.0％（予定）

3.5％

東京都渋谷区

（仮称）ＪＰＲ神宮前４３２ (1) 川口１丁目１番第一種市街地再開発事業　公益・商業施設棟 (1)

（キュポ・ラ本館棟）

用　途 ： 商業

契 約 日 ： 2004年11月25日

取 得 先 ： 大成建設株式会社

取得価格： 2,100百万円

取得時期： 2006年3月（予定）

竣工時期 ： 2006年3月（予定）

権利関係（建物） ： 区分所有権

取得時稼働率 ： 100.0％（予定）

取得時想定NOI利回り ： 6.5％

所 在 地 ： 埼玉県川口市
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総賃料収入の回復と賃料単価の上昇総賃料収入の回復と賃料単価の上昇

　東京都心主要ビルの新規共益費込賃料単価の推移（2）

東京都心東京都心
　◎稼働率上昇
　◎新規賃料単価上昇
　◎フリーレント期間短縮

東京周辺部東京周辺部
　◎稼働率上昇

地方地方
　○稼働率横ばい
　○新規賃料単価・フリーレント期間は従来水準

　第4期末所有オフィス23物件の総賃料収入の推移

　オフィス物件の総賃料収入（1）は順調に回復

　東京都心主要ビルでは賃料単価が上昇　　

　　オフィス物件の総賃料収入オフィス物件の総賃料収入（（11））は順調に回復は順調に回復

　　東京都心主要ビルでは賃料単価が上昇東京都心主要ビルでは賃料単価が上昇　　　　

____________________
（1） 総賃料収入とは賃料・共益費・駐車場使用料・倉庫使用料・看板使用料等の合計を記載しています。
（2） 第5期の単価を基準とし、その増減率を表しています。

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

2004/6 2004/12 2005/6 2005/12 2006/6

単
位

（
百
万
円

）

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

2004/6 2004/12 2005/6 2005/12 2006/6

兼松ビル ＭＳ芝浦ビル ＪＰＲクレスト竹橋ビル

ＪＰＲクレスト竹橋ビルは、第9期
の一部テナント入替えにより、継
続賃料を上回る新規賃料でのテ
ナント入居が確定。　　　　　　　　
稼働率は100%稼働を継続。
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2004/12 2005/3 2005/6 2005/9 2005/12 2006/3 2006/6 2006/9 2006/12

第7期 第8期 第9期 第10期

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2004/12 2005/3 2005/6 2005/9 2005/12 2006/3 2006/6 2006/9 2006/12

第7期 第8期 第9期 第10期

アルカイースト

重点重点ビルのビルの展開展開

新宿スクエアタワー

ビッグス新宿ビル

第第88期中の積極的なリーシング活動により、新規テナントを順調に獲得。契約確定ベースでは第期中の積極的なリーシング活動により、新規テナントを順調に獲得。契約確定ベースでは第99期中に稼働率期中に稼働率90%90%超を実現超を実現

稼働率推移（契約ﾍﾞｰｽ） 稼働率推移（賃料発生ﾍﾞｰｽ）（ﾌﾘｰﾚﾝﾄ期間は空室計上）
　　

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2004/12 2005/3 2005/6 2005/9 2005/12 2006/3 2006/6 2006/9 2006/12

第7期 第8期 第9期 第10期

新宿２物件においては、統括する管理会社・PMとの協
働による三位一体での効果的なリーシング活動で、高
稼働率を実現

　　新宿スクエアタワー：新宿スクエアタワー管理㈱・東京建物㈱
　　ビッグス新宿ビル：セントラル総合開発㈱・東京建物㈱

アルカイーストは稼働率上昇により、NOI上昇見込
　　第8期実績2.2%⇒第9期予測3.6%⇒第10期予測4.4%

PMPMとの協働による積極的なリーシング活動との協働による積極的なリーシング活動

入居・解約確定分を反映した値

第9期末：94%

入居・解約確定分を反映した値

第9期末：97%
入居・解約確定分を反映した値

第9期末：100%
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節水量

使用水量
節減金額
リース料
水道料金
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2005/1-6
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2004/7-12

第8期
2005/7-12

2004
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2005
年間
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40,000

50,000
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第5期
2004/1-6

第7期
2005/1-6

第6期
2004/7-12

第8期
2005/7-12

2004
年間

2005
年間

共用部使用電力量の対前年同月比　増減率共用部使用電力量の期別及び年別　実績

賃貸コストの削減賃貸コストの削減賃貸コストの削減

＜ＪＰＲ千葉ビル＞

空調設備への装置設置　⇒電力コストの削減空調設備への装置設置　⇒電力コストの削減

トイレ節水器導入実験の実施　⇒水道コストの削減トイレ節水器導入実験の実施　⇒水道コストの削減

[％]

※ インバーター装置 ： 電力制御(周波数変換)装置

（2005/1設置後）（2005/1設置後）

共用部電力料金の期別及び年別　実績

（2005/1設置後）
[Kwh][千円]

▲16%
▲15%

▲15%

▲12%
▲12%

▲12%

＜川口センタービル＞

夏季削減率

は25%超

787㎥

1,675㎥

従来型装置

使用水量

2,462㎥

従来型装置

水道料金

1,752,944円

336,789円

223,555円

1,192,600円

節水量 節減効果

19%19%削減削減

導入後４ヶ月実績

使用量　　使用量　　 ３２％削減３２％削減

水道料金　１９％削減水道料金　１９％削減

32%32%削減削減

▲20% ▲20% ▲40% ▲40%

※ トイレ節水器 ： 流水量適正管理型のトイレ洗浄システム

[㎥]



安定性安定性安定性
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0.0%

0.0%

14.6%

18.2%

46.8% 20.3%

ポートフォリオの分散状況ポートフォリオの分散状況ポートフォリオの分散状況

東京周辺部商業

東京都心オフィス

東京都心商業

地方オフィス

東京周辺部オフィス

地方商業

　ポートフォリオ分散状況（取得価格ベース）　ポートフォリオ分散状況（取得価格ベース）

　ポートフォリオ分散状況（月額賃料総額　ポートフォリオ分散状況（月額賃料総額(1)(1)ﾍﾞｰｽ）ﾍﾞｰｽ） 　大口テナント状況（月額賃料総額　大口テナント状況（月額賃料総額(1)(1)ﾍﾞｰｽ）ﾍﾞｰｽ）

資産規模の拡大に伴いポートフォ資産規模の拡大に伴いポートフォ

リオの分散が進展リオの分散が進展

東京地区の比率は増加東京地区の比率は増加

ポートフォリオの分散により、ポートフォリオの分散により、

収益の安定化を推進収益の安定化を推進

第8期末

第1期末

25.3%

74.7%

66.5%

33.5%

　大口テナント上位5社の占率は、
　　　　33.5％から25.3％へ

　最大テナントの西友占率は、
　　　　18.2％から9.3％へ

第1期末

第8期末

上位5テナント

その他
（276テナント）

（436テナント）

0億円 1,000億円 2,000億円

2005/12

2002/6

東京都心オフィス 東京都心商業

東京周辺部オフィス 東京周辺部商業

地方オフィス 地方商業29 .2％

0 .0％ 14 .3％

42 .1％

0 .0％14 .4％

37 .4％ 12 .0％ 22 .3％ 14 .7％

7 .0％ 6 .6％

（第1期）

（第8期）

4.9%

15.6%9.3%

26.5%

11.6%

32.2%

____________________

(1) 月額賃料総額は、契約上の賃料・共益費・駐車場使用
料・倉庫使用料・看板使用料等の合計を記載しています。
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地方オフィス物件の運用状況地方オフィス物件の運用状況

　地方オフィスの期末稼働率及びＮＯＩ利回りの推移　地方オフィスの期末稼働率及びＮＯＩ利回りの推移

第第88期の地方オフィス全体の稼働率は、前期比期の地方オフィス全体の稼働率は、前期比

で横ばいで横ばい

地方オフィス全体の地方オフィス全体のNOINOI利回りは、依然としてオ利回りは、依然としてオ

フィス全体の平均を大きく上回る水準　　　　　　フィス全体の平均を大きく上回る水準　　　　　　

ポートフォリオ全体の収益を下支えポートフォリオ全体の収益を下支え

ポートフォリオクオリティ向上のための売却ポートフォリオクオリティ向上のための売却

____________________
(1) 各期末時点に保有する物件の稼働率を記載しています。但し、2005/12について、「SK広島ビル」及び「パークイースト札幌」は、譲渡時点の稼働率を記載しています。
(2) 2003年9月に譲渡した「安田生命天六ビル」、2005年3月に譲渡した「JPRパークウエスト高松」及び「JPRスクエア博多イースト・ウエスト」、並びに2005年9月に譲渡した「SK広
島ビル」及び2005年11月に譲渡した「パークイースト札幌」について、譲渡日までのNOIを年換算して含めています。

（％） （％）

　第　第88期売却物件の概要期売却物件の概要
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パークイースト札幌 SK広島ビル

2005/112005/9譲渡時期

249百万円　

1,720百万円　

2,150百万円　

2,400百万円　

パークイースト札幌

37百万円　

840百万円　

947百万円　

1,040百万円　

SK広島ビル

売却損益（諸費用を除く）

鑑定評価額（2005/6末）

取得価格

譲渡価格

物件名

　期末稼働率 (1) 　NOI利回り (2)
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ブランドコンセプト

　 Ａ／３Ｓ”
We supply amenity space based on “3S”concept,
   namely“Service, Safety and Saving Energy.”

“

シンボリックポイント

ＪＰＲブランドの象徴として

ビルエントランスに設置

Amenity
Safety

Save Energy
ServiceService

ホスピタリティあふれる
　　　　　テナントサービス

Service

快適な施設利用環境の提供

ビル名称変更

エントランスパフォーマンス

　　　　　　 　（クリスマス）

エントランス
パフォーマンス

植栽美化整備

ＪＰＲブランド
管理基準

マナー向上

清掃レベル向上

サインデザイン
マニュアル

サインデザイン整備

トイレ改修

エントランス緑化

ＪＰＲを冠する

ビル名への変更

共用部改修
ＪＰＲブランド
建物基準

共用部改修

空調改修

ＪＰＲブランド戦略の展開ＪＰＲブランド戦略の展開 －－ServiceService－－

共用部改修、季節感の演出など、テナントサービスの拡充によるテナント満足度の向上共用部改修、季節感の演出など、テナントサービスの拡充によるテナント満足度の向上
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駐車場安全性向上

ブランドコンセプト

　 Ａ／３Ｓ”
We supply amenity space based on “3S”concept,
   namely“Service, Safety and Saving Energy.”

“

喫煙室

建築法令準拠

室内環境維持

万全な防犯･防災対策

Safety

健康で安全な環境維持

喫煙室設置

Amenity

Save Energy
Service

SafetySafety

安全管理体制

防犯カメラ設置

土壌汚染
ＰＣＢ

アスベスト
有害物質対策

防災･防犯
マニュアル

災害時緊急
対応体制

駐車場
安全性基準

駐車場
安全性向上

ＪＰＲブランド戦略の展開ＪＰＲブランド戦略の展開 －－SafetySafety－－

テナント満足度調査においてニーズが高いテナント満足度調査においてニーズが高い““セキュリティセキュリティ””について最重点に強化について最重点に強化

耐震補強工事

耐震強度保有

屋外喫煙スペース
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ブランドコンセプト

　 Ａ／３Ｓ”
We supply amenity space based on “3S”concept,
   namely“Service, Safety and Saving Energy.”

“

ゴミの削減
省エネ機器

　　効率的な管理システム
　　　　　　　　

Save Energy

適切なコスト管理システム

都市環境対策

屋上緑化
　　エコロジー
　　　　　　　　

Amenity
Safety

Service

Save EnergySave Energy

トイレ節水装置

ビッグス新宿ビル
エネルギー
　　　評価・分析

エネルギー
マネジメント

川口センタービル
電力量削減

インバーター装置
兼松ビル

電力小売事業者
新規契約

空調個別化

空調設備改修 トイレ節水装置導入

電力コスト削減

ＪＰＲブランド戦略の展開ＪＰＲブランド戦略の展開 －－Save EnergySave Energy－－

緑化の推進、省エネ機器の導入など、緑化の推進、省エネ機器の導入など、““環境にやさしいビル環境にやさしいビル””への取り組みへの取り組み
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コミットメントライン／投資法人債発行登録により機動性を高め、安定感のある財務運営を継続コミットメントライン／投資法人債発行登録により機動性を高め、安定感のある財務運営を継続

安定性を重視した財務戦略安定性を重視した財務戦略安定性を重視した財務戦略

　コミットメントラインの設定　コミットメントラインの設定 　投資法人債発行登録　投資法人債発行登録

　満期分散の状況　満期分散の状況

　既存借入金等のリファイナンスリスクを極小化

　財務の柔軟性の確保

借入極度額　　 ：　　総額200億円

契　約　先　　　 ： みずほコーポレート銀行、
三菱東京UFJ銀行、あおぞら銀行、
りそな銀行、三菱UFJ信託銀行、
新生銀行

<<概要>>

　債券市場の動向に対応した機動的な起債が可能

　公募債発行による投資家層の拡大

発行登録額　　 ： 1,000億円　（分割して発行可能）

発行予定期間　： 2005年11月4日～2007年11月3日

<<参考：発行体格付>>

Ｒ＆Ｉ　（Ａ＋）、Ｓ＆Ｐ　（Ａ－）、Ｍｏｏｄｙ’ｓ　（Ａ３）

<<概要>>

0

50

100

150

200

250

20
06
/6
20
06
/1
2

20
07
/6
20
07
/1
2

20
08
/6
20
08
/1
2

20
09
/6
20
09
/1
2

20
10
/6
20
10
/1
2

20
11
/6
20
11
/1
2

20
12
/6
20
12
/1
2

20
13
/6

20
13
/1
2

20
14
/6

20
14
/1
2

50.050.050.0
70.0

100.0100.0

44.047.847.8
75.0

75.0

150.0

50.0

（億円）

長期借入金 投資法人債短期借入金

（期）

短期借入金短期借入金5252億円を期限前返済し、長期固定化と満期分散を図ることにより、億円を期限前返済し、長期固定化と満期分散を図ることにより、

金利上昇リスクとリファイナンスリスクを抑制金利上昇リスクとリファイナンスリスクを抑制 !!!!



今後の投資・運用戦略今後の投資・運用戦略今後の投資・運用戦略
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不動産マーケットの環境認識と資産規模拡大への展開不動産マーケットの環境認識と資産規模拡大への展開不動産マーケットの環境認識と資産規模拡大への展開

資産規模資産規模3,0003,000億円への展開　億円への展開　

　物件取得競争の激化から全体的なキャップレートの低下に直面し、厳選した物件の取得が必須　物件取得競争の激化から全体的なキャップレートの低下に直面し、厳選した物件の取得が必須

　一口当たり　一口当たり6,0006,000円を安定的に分配することを優先円を安定的に分配することを優先

　　3,0003,000億円という資産規模は、物件リスク・個別テナントリスク等を低減し、資産運用の機動性・柔軟億円という資産規模は、物件リスク・個別テナントリスク等を低減し、資産運用の機動性・柔軟

　　性を高め、ファンド収益を安定化させる上で必要な資産規模と認識しており、早期達成に注力　　性を高め、ファンド収益を安定化させる上で必要な資産規模と認識しており、早期達成に注力

市場参加者の増大市場参加者の増大

SellSell　　SideSide

裾野が広がる事業会社の資産売却裾野が広がる事業会社の資産売却

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾌｧﾝﾄﾞの出口ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾌｧﾝﾄﾞの出口

不動産への資金流入不動産への資金流入

BuyBuy　　SideSide
＜市況の過熱＞＜市況の過熱＞

不動産売買マーケット

利回り格差の縮小利回り格差の縮小

全体的な利回りの低下全体的な利回りの低下

不動産賃貸マーケット不動産賃貸マーケット

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰによる開発物件の出口ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰによる開発物件の出口

企業業績の順調な回復によるオフィス企業業績の順調な回復によるオフィス
賃貸市況の好転賃貸市況の好転

個人消費の回復により商業店舗の新規個人消費の回復により商業店舗の新規
出店、既存店舗の増床の動きが増加出店、既存店舗の増床の動きが増加

日本経済の順調な回復日本経済の順調な回復

堅調な経済成長の見通し堅調な経済成長の見通し

金利動向金利動向

消費者物価指数の前年比変動率が安定消費者物価指数の前年比変動率が安定
的に的に00％以上という条件が整うことにより％以上という条件が整うことにより
量的金融緩和政策の解除が迫り、金利量的金融緩和政策の解除が迫り、金利
は緩やかな上昇基調へは緩やかな上昇基調へ
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東京・東京周辺部

24棟　1,276億円

東京・東京周辺部東京・東京周辺部

2424棟　棟　1,2761,276億円億円

仙台

2棟　74億円

仙台仙台

22棟　棟　7474億円億円

大阪・神戸

6棟　402億円

大阪・神戸大阪・神戸

66棟　棟　402402億円億円
福岡

3棟　76億円

福岡福岡

33棟　棟　7676億円億円

高松

1棟　21億円

高松

1棟　21億円

札幌

1棟　37億円

札幌札幌

11棟　棟　3737億円億円

和歌山

1棟　17億円

和歌山

1棟　17億円

名古屋

2棟　87億円

名古屋名古屋

22棟　棟　8787億円億円
新潟

1棟　21億円

新潟

1棟　21億円

新規取得のターゲット　－エリア戦略とポートフォリオのクオリティ向上ー新規取得のターゲット　－エリア戦略とポートフォリオのクオリティ向上ー新規取得のターゲット　－エリア戦略とポートフォリオのクオリティ向上ー

全国主要都市への分散投資戦略は維持しつつ、東京の投資ウエイト引上げへ全国主要都市への分散投資戦略は維持しつつ、東京の投資ウエイト引上げへ

那覇

1棟　16億円

那覇

1棟　16億円

地方物件の投資については、地方物件の投資については、
主要都市圏に重点投資主要都市圏に重点投資

（大阪・名古屋・福岡・札幌・仙台）（大阪・名古屋・福岡・札幌・仙台）

現状の構成比率（現状の構成比率（55大都市）：大都市）：33.433.4％％

東京建物の支店展開との協業東京建物の支店展開との協業

（大阪・名古屋・福岡・札幌）（大阪・名古屋・福岡・札幌）

東京都心、東京東京都心、東京
周辺部の投資周辺部の投資
ウエイトを引上げウエイトを引上げ

現状の構成比率（東京・周辺部）：現状の構成比率（東京・周辺部）：62.962.9％％

キャッシュフローの増加をキャッシュフローの増加を

見込める物件の取得へ見込める物件の取得へ

　過去の売却物件　過去の売却物件

　　◆　◆　パークイースト札幌　　　パークイースト札幌　　　◆　◆　ＪＰＲ池袋ビル　　　ＪＰＲ池袋ビル　　　◆　◆　安田生命天六ビル安田生命天六ビル

　　◆　◆　ＪＰＲパークウエスト高松　　　ＪＰＲパークウエスト高松　　　◆　◆　ＳＫ広島ビル　　　ＳＫ広島ビル　　　◆　◆　ＪＰＲスクエア博多イースト・ウエストＪＰＲスクエア博多イースト・ウエスト
____________________
※金額表示は取得価格ベース
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____________________
(1) キュポ･ラ本館棟及び（仮称）ＪＰＲ神宮前432は2006年3月の取得予定です。
(2) 川崎ダイスビルについては、川崎ダイス特定目的会社の優先出資証券を保有しています。

新規取得のターゲット　－商業施設の投資戦略ー新規取得のターゲット　－商業施設の投資戦略ー新規取得のターゲット　－商業施設の投資戦略ー

長期安定収益確保を狙った長期安定収益確保を狙った‘‘安定型安定型’’の商業施設に加え、将来的なキャッシュフローの増の商業施設に加え、将来的なキャッシュフローの増
加を狙いより立地を厳選した上で、加を狙いより立地を厳選した上で、‘‘成長型成長型’’の商業施設を組入れの商業施設を組入れ

安定型安定型

田無ｱｽﾀ

ﾂﾙﾐﾌｰｶﾞ1ｷｭﾎﾟ･ﾗ本館棟　(1)

JPR渋谷ﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞﾋﾞﾙJPR梅田ﾛﾌﾄﾋﾞﾙ

JPR代官山

ﾍﾞﾈﾄﾝ心斎橋ﾋﾞﾙ

ｼｭﾄﾗｯｾ一番町

（仮称）JPR神宮前432　(1)

成長型成長型

シングルテナントシングルテナント

短　　期短　　期長　　期長　　期

固　定　賃　料　固　定　賃　料　

マルチテナントマルチテナントテテ ナナ ンン トト

賃賃 料料

　賃貸借期間　賃貸借期間

変動賃料（賃料改定・歩合賃料の導入）変動賃料（賃料改定・歩合賃料の導入）

川崎ダイスビル　(2)ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ・ﾃﾞｻﾞｲﾝ・ｾﾝﾀｰ
神戸

中心市街地中心市街地
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具体的な取得戦略具体的な取得戦略具体的な取得戦略

0

0

0

20092009年年以降以降地域別地域別

200　東京都心部　東京都心部

0１0　地　方　地　方

110　東京周辺部　東京周辺部

20082008年年20072007年年20062006年年

0

0

20092009年年以降以降用途別用途別 20082008年年20072007年年20062006年年

100　商業施設　商業施設

220　オフィス　オフィス

5物件
約700億円

想定額想定額

売買マーケットにおける過熱感が高まるなか、スポンサー企業との連携を一層強化し、独自のパイプラインによる物件取得を実現売買マーケットにおける過熱感が高まるなか、スポンサー企業との連携を一層強化し、独自のパイプラインによる物件取得を実現

　開発リスクを排除し、建物竣工を前提に購入検討を行うが、立地・規模等に優位性が認められる物件に
　ついては、スポンサー企業を中心に開発事業者による土地取得段階から一定のコミットメントを検討し、
　早期の囲い込みを図る。

開発型案件

スポンサー企業との連携 　スポンサー企業からの売却物件や紹介物件の取得について積極的に組入れを目指す。特に、スポンサー
　企業が事業化する開発型案件については、引続き積極的に取り組む。

　川崎ダイスビルに続き、将来の物件取得の有力な手段として、限定された投資総額の範囲内でエクイティ
　出資の積極的な展開を模索する。特に、開発型案件等への早期コミットメントの一手法として活用を検討
　する。

エクイティ出資の検討

　既存保有物件の追加取得について、ＰＭ会社との連携等により継続してアプローチを行い、追加取得の

　早期実現を目指す。

区分所有ビル・共有ビル

の追加取得

　　過度な競合を排除した物件取得戦略過度な競合を排除した物件取得戦略

　　開発型案件開発型案件(1)　の検討状況の検討状況

____________________
(1) 上記開発型案件には、取得契約締結済の物件を含めておりません。
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ＪＰＲコストモデルの策定と今後のコスト削減への取組みＪＰＲコストモデルの策定と今後のコスト削減への取組み

水光熱費

外注委託費　外注委託費　

20%20%

公租公課

30%

管理組合費管理組合費

14%14%

水光熱費水光熱費

19%19%

保険料

2%

修繕工事費

5%
ＪＰＲコストモデル策定

管理委託料

7%

その他費用

3%

管理保守人件費管理保守人件費 34%34%

特定機器保守費特定機器保守費 22%22%

清掃管理費　清掃管理費　21% 21% 

その他　13%
設備運転業務　6%

33項目で項目で

76%76%

外注委託費に占めるウエイトの大きい

3項目につき、ベンチマークとしての

JPRコストモデルを定め、効率的なコス

ト削減策を実践

◆内訳

コストモデル策定

方法の検討

実態調査

データ作成・分析

ＪＰＲコスト

モデル策定

コスト削減

対象物件抽出

委託先への

コスト削減交渉
コスト削減実施

第9期実施又は、実施予定事項第第88期実施事項期実施事項

「外注委託費」に焦点を当てた、ＪＰＲ

コストモデルの策定

「水光熱費」については、モデルは定

めないが、別途削減策を講じる

管理費管理費

トイレ節水器の導入

ＪＰＲ千葉ビル

ＪＰＲ横浜日本大通ビル

トイレ節水器導入対象ビルの拡大

単独所有物件への導入を検討

・
・

・ ・ ・

・
・
・・ ・

Ｙ＝ａＸ+ｂ

モデル化モデル化

費用/ｈ

管
理
面
積/

ｈ

水光熱費水光熱費

＜モデルの一例＞

単位面積当たりの費用を単位時間当たりの管理面積と費用に分解することにより、コスト高になっている要因を分析する。

第第1010期からの期からの

削減効果を見込む削減効果を見込む

　ＪＰＲのコスト構造とモデル化項目　ＪＰＲのコスト構造とモデル化項目

　今後の取組み及びスケジュール　今後の取組み及びスケジュール
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80%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

キャッシュフローの成長戦略キャッシュフローの成長戦略キャッシュフローの成長戦略

投資主投資主価値価値最大化最大化

◆◆　稼働率長期トレンド　稼働率長期トレンド (1)(1)

____________________
(1) 期末稼働率

オフィス（東京都心）オフィス（東京都心）

オフィス（地方）オフィス（地方）

オフィス（東京周辺部）オフィス（東京周辺部）

2003/6 2003/12 2004/6 2004/12 2005/6 2005/12

商業施設商業施設
成長型の商業施設の組入れ成長型の商業施設の組入れ

新規賃料・継続賃料の上昇新規賃料・継続賃料の上昇

ＰＭ会社との連携による稼働率の向上ＰＭ会社との連携による稼働率の向上

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
の
成
長

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
の
成
長

低い負債比率、満低い負債比率、満
期分散等の保守的期分散等の保守的
な財務戦略な財務戦略

ＣＦの増加を見込ＣＦの増加を見込
める物件の取得める物件の取得
による外部成長による外部成長

ＪＰＲブランド戦略ＪＰＲブランド戦略
の展開による内の展開による内
部成長部成長



参考資料参考資料参考資料
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第8期金銭の分配に係る計算書第第88期期金銭金銭の分配の分配にに係る計算書係る計算書

第第88期期　金銭　金銭の分配の分配にに係る計算書係る計算書

第第77期期決算決算発表時発表時のの第第88期期業績業績予想との比較予想との比較

決算数値 ① 8,587百万円 3,399百万円 3,398百万円 6,411円

前期決算発表時（2005/8）の予想 ② 8,174百万円 3,022百万円 3,021百万円 5,700円

前期決算発表時予想との差異 ③=①-② 413百万円 377百万円 377百万円 711円

前期決算発表時予想との差異 ④=③/② 5.1% 12.5% 12.5% 12.5%

（参考）2005/12/20付　修正予想 8,537百万円 3,287百万円 3,286百万円 6,200円

項　　目 １口当たり分配金当期純利益経常利益営業収益

1.

2.

3 .

4 .

39 ,701円

発行済投資口の総数 530,000口 530,000口

次期繰越利益 307,679円

NO.
前期（第7期）

2005年1月1日～2005年6月30日

当期（第8期）

3,398,137,679円

（投資口1口当たり分配金の額） (6,370円)

2005年7月1日～2005年12月31日

分配金 3,376,100,000円3,397,830,000円

(6,411円)

科　　目

当期未処分利益 3,376,139,701円
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65 ,324口78 ,077口66 ,438口66 ,421口71 ,114口
43 ,749口45 ,577口

338 ,145口 337 ,488口

259 ,891口241 ,691口224 ,870口

144 ,044口
124 ,153口

77 ,214口
74 ,822口

72 ,727口
75 ,298口87,474口

69 ,693口
75,257口

52 ,366口36 ,564口

30 ,944口
46 ,590口46 ,542口

32 ,114口44,613口

12 .3%14 .7%15 .5%15 .4%16 .5%
15 .1%15 .7%

63 .7%63 .8%

60 .4%56 .2%52 .3%

49 .7%
42 .9%

14 .1%
14 .6%

16 .9%
17 .5%20 .3%

24 .1%
26 .0%

9 .9%6 .9%

7 .2%10 .8%10 .8%

11 .1%15 .4%

0口

100,000口

200,000口

300,000口

400,000口

500,000口

2002/12末 2003/6末 2003/12末 2004/6末 2004/12末 2005/6末 2005/12末

個人・その他（保振含む） 金融機関（証券会社含む） その他の国内法人 外国法人等

発行済投資口総数

289 ,600口

530 ,000口

430 ,000口

289 ,600口

430 ,000口430 ,000口

530 ,000口

投資主構成（所有者別投資口数の推移）投資主構成（所有者別投資口数の推移）投資主構成（所有者別投資口数の推移）

信託銀行の保有比率は継続して上昇の一方で、金融機関全体では横ばい。外国法人等は信託銀行の保有比率は継続して上昇の一方で、金融機関全体では横ばい。外国法人等は66期ぶりに増加。期ぶりに増加。

________________________________________
※上記各比率は、小数点第2位以下を四捨五入しています。

内、信託銀行の

保有投資口数

107,342口

20.3％
内、信託銀行の

保有投資口数

69,666口

16.2％

内、信託銀行の

保有投資口数

57,769口

13.4％

内、信託銀行の

保有投資口数

43,779口

10.2％
内、信託銀行の

保有投資口数

26,634口

9.2％

内、信託銀行の

保有投資口数

19,938口
6.9％

内、信託銀行の

保有投資口数

121,481口

22.9％
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主要な投資主主要な投資主主要な投資主

________________________________________
(1) 発行済投資口総数に対する所有投資口数の割合は、小数点第3位以下を四捨五入しています。

氏名又は名称 所有投資口数

発行済投資口
総数に対する
所有投資口数
の割合 （１）

氏名又は名称 所有投資口数

発行済投資口
総数に対する
所有投資口数
の割合 (1)

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行
株式会社（信託口）

47,240口 8.91%
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行
株式会社（信託口）

50,253口 9.48%

東京建物株式会社 29,300口 5.53% 東京建物株式会社 29,300口 5.53%

日興シティ信託銀行株式会社
（投信口）

25,496口 4.81% 学校法人川崎学園 24,200口 4.57%

学校法人川崎学園 25,000口 4.72% 明治安田生命保険相互会社 24,000口 4.53%

明治安田生命保険相互会社 24,000口 4.53%
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

22,491口 4.24%

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

22,631口 4.27%
資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

17,259口 3.26%

資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

20,315口 3.83% 株式会社広島銀行 10,837口 2.04%

ｴｲｱｲｼﾞｰ･ｽﾀｰ生命保険株式会社
一般勘定　（常任代理人 ｼﾃｨﾊﾞﾝｸ,
ｴﾇ･ｴｲ 東京支店）

13,190口 2.49%
ｴｲｱｲｼﾞｰ･ｽﾀｰ生命保険株式会社
一般勘定　（常任代理人 ｼﾃｨﾊﾞﾝｸ,
ｴﾇ･ｴｲ 東京支店）

10,208口 1.93%

株式会社広島銀行 10,837口 2.04%
日興シティ信託銀行株式会社
（投信口）

10,052口 1.90%

株式会社泉州銀行 8,936口 1.69% 株式会社池田銀行 9,461口 1.79%

合　　　　　計 226,945口 42.82% 合　　　　　計 208,061口 39.26%

第8期（2005年12月期） 第7期（2005年6月期）
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180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

東京証券取引所上場
2002/6/14

公募・売出価格　200,000円
発行・売出口数　182,000口

公募増資、追加上場
2003/7/15

公募・売出価格　237,160円
発行・売出口数　144,400口

投資法人債発行
2004/2/12

発行総額　220億円
発行年限　4年、6年、10年

（円）

投資法人債発行
2004/11/4

発行総額　200億円
発行年限　5年、7年、10年

公募増資、追加上場
2005/2/2

公募・売出価格　272,440円
発行・売出口数　100,000口

MSCI Standard Index
新規採用決定
2005/5/13

上場来の軌跡と投資口価格の上場来の軌跡と投資口価格の推移推移　　　　　　（（20022002年年66月月1414日～日～20062006年年22月月1010日日））

第6期
04年12月期

6,671円

決算期

一口当り
分配金

第1期
02年6月期

2,545円

第2期
02年12月期

6,912円

第3期
03年6月期

6,873円

第4期
03年12月期

5,738円

第5期
04年6月期

6,081円

第7期
05年6月期

6,370円

投資口価格（終値） 361,000円（2006/2/10）
上場来高値（取引値）364,000円（2006/2/10）　
上場来安値（取引値）199,000円（2002/6/14）

2002年上場時公募・売出価格

2003年増資時公募・売出価格

2005年増資時公募・売出価格

第8期
05年12月期

6,411円
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3.7%
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5.3%

6.1% 6.1%
6.0%

5.3%

6.4%

4.6%

5.4%

3.6%

4.7%

9.1%

2.2%

7.9%

5.7%

9.9%

7.9%

8.8%

6.5%

5.0%

7.4%

8.6%
8.4%

7.2% 7.4%

8.8%

6.9%
7.1%

6.9%

6.1%

5.2% 5.3% 5.2%
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第第88期期物件別ＮＯＩ利回り物件別ＮＯＩ利回り 20020055年年77月月11日～日～1212月月3131日日

Value
-upC o r eCore Core Value-up

東京周辺部東京都心 地　方

タイプ

地域区分

物件全体の利回り　　５．８％

　　オフィス物件の利回り　　５．６％

　　商業施設物件の利回り　６．３％
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第第88期末期末物件別稼働率比較物件別稼働率比較

________________________________________
※上記のマーケット稼働率は生駒データサービスシステム株式会社の2005年12月末時点のデータに基づきます。
　　なお、ＪＰＲ那覇ビルはマーケットデータがないため、上記からは除外しています。

稼働率

①マーケット
平均稼働率

②対象ビル稼働率 ③マーケット対比（②-①）

東京都心 東京周辺部 地　　方

Core CoreValue-
up Value-upタイプ

地域区分

マーケット対比（②－①）

Core
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ＪＰＲ名古屋栄ビル
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ＮＯＲＴＨ33ビル

ＪＰＲ博多ビル

ＪＰＲ高松ビル

東京建物本町ビル

明治安田生命大阪梅田ビル
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川口センタービル

新横浜第二センタービル
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新宿スクエアタワー
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第第88期期物件別テナント入退去の状況物件別テナント入退去の状況 20020055年年77月月11日～日～1212月月3131日日

物件別入居面積と退去面積物件別増減面積（入居－退去）

（単位：㎡）（単位：㎡）

________________________________________
※上記グラフには、第8期中にテナントの異動がなかったビルは外しています。また、契約変更等によるテナントの異動を含みます。

入居面積 退去面積 増減面積

東京都心オフィス 3,989 2,165 1,823

東京周辺オフィス 4,370 2,765 1,605

地方都市オフィス 2,036 2,540 -503

東京都心商業 654 654 0

合計 11,049 8,124 2,925
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東京東京2323区区

※年ベースの賃料の対象期間は各年1～12月、96～03年の空室率は、各年12月時点

(円／坪) (円／坪)

募集賃料 空室率

東京東京55区区

出所：オフィスマーケットレポート（生駒CBRE）
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※年ベースの賃料の対象期間は各年1～12月、96～03年の空室率は、各年12月時点募集賃料 空室率出所：オフィスマーケットレポート（生駒CBRE）
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安全性への取組み安全性への取組み安全性への取組み

構造計算書偽造問題に関する取組み

　本投資法人が平成18年2月20日現在保有している42物件（以下「保有物件」という）の構造設計に関して、独自調査の結果、姉歯建築　
　設計事務所、株式会社ヒューザー、木村建設株式会社、平成設計株式会社、株式会社総合経営研究所及びサムシング株式会社一級
　建築士事務所が関与している物件がないことを確認しています。

　保有物件（構造評定等取得物件を除く）について、元請の設計事務所から「構造設計について全て適法に行われており、構造計算書の
　偽造その他違法な行為が一切ない」旨の確認書面取得作業に着手しました。元請事務所の廃業等何らかの事由で書面の取得が困難
　な物件については、第三者専門機関からの調査レポートの取得を検討しています。

地震リスク分析に関する取組み

　本投資法人のPML（Probable Maximum Loss）のデータ（地震リスク分析における予想最大損失率）は、株式会社篠塚研究所作成の地　

　震リスク評価報告書に基づきます。同研究所は、第8期の地震リスク分析から、文部科学省内設置の地震調査研究推進本部より発表さ

　れた「全国を概観した地震動予測地図」等の地震データベースを使用しています。今後、その地震データベースの更新があった場合、　

　同研究所のレポートにこのデータが反映されることで、最新の情報に基づくＰＭＬを把握し継続開示していくこととします。

アスベスト問題に関する取組み

　本投資法人が平成18年1月末現在で保有する42物件の内、平成8年竣工以前の33物件について図面及び目視調査を行った結果、吹　

　付け材の使用が確認された26物件について、吹付けアスベスト材等（労働安全衛生法第55条の規定により使用等が禁止される石綿　

　(その重量の1パーセントを超えて含有するもの)を含有する吹付け材 ）の使用状況調査を行いました。その結果、MS芝浦ﾋﾞﾙ、福岡ﾋﾞﾙ、

　ｱｸﾛｽ新川ﾋﾞﾙｱﾈｯｸｽ、川口ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙの4物件について吹付け材にアスベストの使用が確認されましたが、全て封じ込め処理済若しくは

　安定状態にあることからいずれの物件も飛散の恐れはなく、アスベストに関連する適用法令上問題がないことを確認しています。

物件取得時の物理的調査に関する取組み

　本投資法人は、物件取得時にデューデリジェンスの一環として物理的調査【建物状況調査（エンジニアリングレポート）、地震リスク診断

　（地震リスク評価報告書）、土壌環境調査】を実施し、十分な安全性を確認した上で、物件の取得を行っています。

　今後は、構造に関する第三者専門機関の調査レポートの取得等、安全面での事前調査をさらに拡充することを検討します。また、必要

　がある場合には、プレスリリースによる開示若しくは有価証券報告書における個別物件概要の特記事項に記載すること等により、適切

　な情報開示に今後も努めていくこととします。

________________________________________
※上記の内容は、2006年2月17日時点で判明している事実及び今後の取組みについての概要報告です。今後、新たな事実が判明した場合には、改めてお知らせします。
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本資料の記載事項に関する注意事項

本説明資料の内容には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、現在入手可能な情報に基づき、本投資法人及び株式会社東京リアルティ･インベストメント･
マネジメントが予想したものであり、将来の業績を保証するものではありません。将来の業績は、既知又は
未知のリスク及び不確実性並びにその他の要因により、当該目標に対して変化し得る恐れがあることにご
留意下さい。

本説明資料は情報提供を目的としたものであり、募集・勧誘・営業等を目的とするものではありません。本
投資法人の投資証券の購入に当たっては、各証券会社にお問合せください。

本説明資料で提供している内容（法令・税制を含む）等に関しては万全を期しておりますが、その内容の正
確性・確実性を保証するものではありません。
また、予告なしに内容が変更される場合がありますので、予めご了承ください。


